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[事実の概要]

　マンション・ホテルの分譲事業等を営む訴外A社は,創業者であり代表取締役であるY1(被告)によりワンマン経営されていた。A社は,オーナーズシステムと称する仕組みを採用していたが,これは,ホテル等の不動産共有持分を販売し,それをA社の子会社が賃借し,当該子会社の賃料支払債務をA社が連帯保証するというものであった。A社は,このシステムの一環として,平成元年,訴外B社を設立し,Bホテルを建築した。そのうえで,A社は,Bホテルの客室等を各室毎に区分所有権登記して共有持分として小口化し(以下,「本件持分」という),Y2社(被告)などの提携ローンによる融資をつけて,顧客に販売した。

　本件持分を購入するためには,顧客は,A社との間に入会契約および売買契約を結び,B社との間で賃貸借契約を締結する必要があった(以下,「本件商品」という)。すなわち,購入者は,本件持分を購入するとともにBオーナーズクラブに入会し,入会保証金を支払う。本件持分の売買代金は,客室については1口500万円,店舗については1口200万円であった。本件持分の売買契約には,買取りおよび買戻しに関する特約が付されており,契約締結から5年経過後から,購入者は退会請求をして入会保証金の返還および所有する本件持分を売買価格と同額でA社に買い戻すよう請求でき,また,契約締結後20年経過したときは,購入者は本件持分を購入価格と同額でA社に売り渡すとともに,A社は入会保証金を購入者に返還する。購入者は,B社との間で期間20年の賃貸借契約を締結し,B社は入会保証金と売買代金合計額の10%程度の賃料を支払い,A社が連帯保証するという内容の商品であった。

　Y2社は,平成元年4月20日,A社との間でA社の運営するオーナーズシステムによるホテル分譲につき業務提携ローン契約を締結した。この業務提携に基づき,A社は,Y2社またはその提携金融機関から借入れを希望する者からその申込みを受け,Y2社に取り次いだ。Y2社は,A社から取次ぎを受けた借入申込みについて,アパートローンの与信基準に準拠して審査を行い,融資の可否を決定した。A社は,顧客がY2社に負担する債務を包括して保証するものとされた。なお,融資は,借入者の預金口座または借入者より代理受領委任状を受けた預金口座に振り込むことにより実行された。

　A社の経営は昭和55年頃から悪化し,不動産在庫の評価額の水増しや架空売上げの計上などの手口による粉飾決算を繰り返し,平成5年3月30日,破産宣告を受けた。Y2社は,A社から各期の決算報告書を徴求していたが,そこにはA社の経営状況の悪化を示すような記載はなく,むしろ好調に売上,経常利益を上げている旨の記載がなされており,その後に徴求した事業報告書にもA社の財務状況の悪化を疑わせるに足りる記載はなかった。なお,Y2社は,A社に対し,上記提携ローンとは別に事業融資を行っていたが,その規模と割合は,平成2年度決算期を例にとると,A社の借入総額596億余円のうち17億余円であり,借入総額に占める割合は約2.96%,借入額の順位は9位であった。

　本件商品の購入者または譲受人であるXら(原告)は,Y1およびY2社の共同不法行為責任を追及し,本訴を提起した。Y2社が不法行為責任を負う根拠として,Xらは,①本件商品の販売行為が出資法に違反する危険な金融商品であること,②提携ローンを組み込むという形でA社と共同して本件商品を開発・販売したこと,および③Y2社はA社の破綻を認識しまたは容易に認識し得たこと,等を主張した。これに対し,Y2社は,Xらに対し借入金の返還等を求めて反訴を提起した。Y2社の反訴請求に対し,Xらは,①割賦販売法30条の4の類推適用,および②与信業者の付随義務違反または信義則に基づく抗弁の接続を主張した。

　判旨は,A社は,バブル経済崩壊に先立つ昭和55年3月期から赤字決算であるのに粉飾決算を繰り返し漫然と借金により事業を拡大し,そのような状況の下で本件商品をXらに販売したことは不法行為に当たることを前提に,A社のワンマン経営者であったY1の不法行為責任を認め,Y2社の共同不法行為責任について以下のように判示した。本評釈では,Y2社の責任について判示した部分のみを取り上げる。

[判旨]

　Xらの本訴請求,棄却。Y2社の反訴請求,認容。

　I　「〔本件持分の〕売買契約書には,購入者が取得する持分の対象及びその割合,当該持分1口についての不動産売買代金などが記載されており,自己の持分が本件ホテルのどの部分に相当するのかも明示されており,A社は,本件売買契約に基づく債務の履行として本件持分を移転し,かつ,その持分移転登記を了したこと,そして,A社はその子会社とXらとの間で本件持分について取り交わされた賃貸借契約書にも売買契約書と同じく本件持分の内容が記載されていることが認められ,これによれば,本件売買(契約)は,普通の不動産取引とはかなり形態が異なるとしても不動産取引としての実体を伴っていないとまではいえない。

　Xらは,20年後の売買価格での持分取〔得〕の約定の不合理性などをあげ,本件売買には不動産取引の実体が伴っていないかのような主張をするが,本件商品がホテル一室の区分所有権のさらに細分化された共有持分という変則的なものであっても,不動産売買代金及びホテル利用のための入会金と見られる部分がある以上,Xら主張のような諸々の点を考慮したとしても前記判断を左右させるものではない。」

　II　「提携ローンに応じたこと自体が直ちにY2社がA社と本件商品の共同開発・販売をしたとみることはできないことは当然であるし,他方,本件商品をはじめとする各ホテル共有持分については借入によって購入代金を支払うことが推奨されてはいたものの,必ずしもY2社や提携金融機関からの借入をしなければならなかったわけではなく,現にXらを含む顧客の中でも少なからぬ者が自己資金又はY2社以外の他の金融機関からの借入で購入した者(弁論の全趣旨によれば,Xらのうち全体で約100名ほどの者が自己資金又はY2社以外の金融機関からの借入金でまかなったものと認められる。)が存在している。」

　「〔本件事実関係の下では〕Y2社において,A社の前記のような実情を把握せず,同社のオーナーズシステムや同社の経営が破綻必至であるとの認識を有しなかったとしてもやむを得ない」。

　III　「本件は,割賦販売法30条の4が適用される割賦購入あっせんではなく,本件商品が同法にいう指定商品に当たらないことは明らかであることから,Xら主張の抗弁権の接続なるものは,その法令上の根拠を欠く。」

　「本件各契約の三位一体性としてXらが主張する内容は,いずれも本件各契約が経済的に密接不可分の関係にあることをいうところ,確かに本件売買契約及び本件融資に関する契約は,Xらが本件ホテルの共有持分を購入するためにそれぞれ締結したものであることは認められるものの,……Y2社は本件消費貸借契約又は本件保証委託契約の当事者であるものの,本件各売買契約や本件各賃貸借契約の当事者となっているわけではないし,本件業務委託契約によっても,Y2社との消費貸借契約又は保証委託契約の締結を本件各売買契約の必須条件としているわけではないのであって,本件各契約を法的な運命を共通にする一体の契約として評価することはできないのであり,やはりXらの前記主張には理由がない。」

　Y2社が本件融資に関し付随義務として負担すべき注意義務である履行確保義務,調査説明義務,担保適正評価義務などに違反したとのいわゆる「貸手責任」については,そもそもこれらの義務は認められないか義務違反が認められないと判示し,最後に次のように述べる。

　「確かにAの約束した10パーセントの賃料保証や5年経過後の買取保証は,同業他社の条件と比較しても異例の高額でその契約の実現性,確実性にはそれ自体危惧される面があったことは前記のとおりであるとしても,本件売買契約と融資契約とは,契約の主体や内容を異にする別個の契約であり(購入者の少なからずの者が現金で購入したりY2社以外のローンを利用している。),本件売買契約の信用性,確実性などについては第一次的には購入者自身の責任において判断すべきことは論を待たないことであって,Y2社において,A社が早晩倒産する危険を予知していたとか予知し得たとは必ずしも認めがたいことは前記認定したとおりである。そうすると,Y2社においてA社の約束した賃料保証等が到底実行できないことを知り又は知り得べきであったとも言い難いから,本件においてA社による本来的債務(約定の賃料を支払うことと売買価格での持分買戻し)の不履行の結果をY2社に帰せしめるを相当とする特段の事情があるとはいえないというべきである。」
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